












　2012 年 6 月調査　インターネット・モニター調査（委託）
　　　　サンプル数：1000（首都圏：700、岩手県：100、宮城県：100、福島県：100）
　2012 年 11 月調査　インターネット・モニター調査（委託）
　　　　サンプル数：1000（首都圏：500、関西圏：200、岩手・宮城・福島県：300）
２．インターネット調査の分析
２.１　大震災発生直後と 2012 年 6月時点のメディア利用（地域比較）
2012 年 6 月に実施したインターネット調査の結果によれば、大震災発生直後のメディア利用状況
は、当然のことだが地域差が大きかった。津波被災地である岩手・宮城県ではテレビ、新聞、ネッ
トは利用困難であり、ラジオ、ワンセグ、携帯などが利用された（図１）。











アは被災地ほどの影響は受けていないものの、やはり震災直後とくらべると 2012 年 6 月の方がテ
レビ、新聞、インターネットの重要度は高まっている。一方、これらの重要度認識の世代差は、テ
レビを除き、縮小しているようである。




利用が多いが、2012 年 6 月時点では、インターネット全体の重要度が高まり、とくにソーシャルメ
ディアを介した情報流通が顕著である（図５，６）
首都圏のみにおける年代別の集計を行ったのが、図７，図８である。震災直後は、ソーシャルメ
















２. ３　2012 年 11 月時点の震災・原発事故関連情報源と総選挙に関するメディア利用
2012 年 6 月の調査から 5ヶ月経過した 2012 年 11 月に、再度、震災・原発事故に関する重要な情





































震災から２年近くかった 2012 年 11 月に行った調査では、ほぼ平常時におけるテレビや新聞の報
道に対して、人々がどのように評価しているかを尋ねた。その結果を図 14 に示す。図９，図 10 で















そこで、第二次世界大戦以後の日本社会の問題について、2012 年 6 月調査で尋ねた結果が図 14
である。
図 14　テレビ・新聞に対する評価（2012 年 11 月調査）
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図 14　戦後日本社会の問題（2012 年 6月調査）
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